
地方の窮乏と財政格差
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①日本の地図です。
②各都道府県を長方形にして
　並べてみました。
③各々の長方形の面積の互い
　の比率は、実際の面積比と
　同じになるようにしていま
　す。 この国土で、

47都道府県
　　と
1804市区町村
が頑張って
いるんだね。

※市町村数は平成19年４
月現在

自治体自治体自治体自治体のののの財源財源財源財源はははは、、、、どのようなどのようなどのようなどのような
分布分布分布分布になっているでしょうかになっているでしょうかになっているでしょうかになっているでしょうか？？？？

面積面積面積面積

次ページへ
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①地方税（40兆円）の分布状
　況です。
②各々の長方形の面積は、税
　収規模の比率に合わせてい
　ます。
③地方部の税収が乏しいのが
　分かります。
（企業や人口が集中している地域ほど税収が
　多くなっているためです。）

こんなに税
収に格差
（偏在）が
あると、地
方部の自治
体は大変だ
ね。

交付税交付税交付税交付税によるによるによるによる財源調整財源調整財源調整財源調整はははは十分十分十分十分にににに
機能機能機能機能しているでしょうかしているでしょうかしているでしょうかしているでしょうか？？？？

地方税地方税地方税地方税

次ページへ

※注１　2007(H19)年度の地方税収(地方交付税の算定結果(基準財政収入額)に基
　　　づき、岩手県において推計した地方税収額。超過課税・法定外税は含まな
　　　い。)を面積として表したもの。

　　２　都道府県税と市町村税を都道府県単位で合計したデータに基づいて作成。

＜2007(H19)年度＞
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①交付税（15兆円）の分布状況です。
②各々の長方形の面積は、交付税の
　配分金額の比率に合わせています。
③交付税が地方の行政を支える財源
　になっていることが分かります。

前ページの地方
税とこのページ
の交付税との合
計が、自治体の
財源になってい
るんだね。

地方税地方税地方税地方税とととと交付税交付税交付税交付税はどのようなはどのようなはどのようなはどのような組組組組みみみみ
合合合合わせになっているでしょうかわせになっているでしょうかわせになっているでしょうかわせになっているでしょうか？？？？

交付税交付税交付税交付税

次ページへ

※注１　2007(H19)年度の地方交付税の交付額(岩手県による推計値)に基
　　　づいて作成。

　　２　普通交付税(14兆円)は決定額(実績値)を用い、特別交付税(１兆
　　　円)は各都道府県の前年度実績額に総額の伸び率(△4.4％)を乗じ
　　　た金額を用いた。

　　３　都道府県分と市町村分を、都道府県単位で合計したデータに基
　　　づいて作成。

＜2007(H19)年度＞

- 3 -



両者両者両者両者のののの合計合計合計合計ではではではでは、、、、自治体自治体自治体自治体のののの財源財源財源財源はははは
どんなどんなどんなどんな分布分布分布分布になっているでしょうかになっているでしょうかになっているでしょうかになっているでしょうか？？？？

交付税による調整
が不十分な感じが
するな…。

次ページへ

①地方税と交付税は、40兆円と15兆円（19年度）です。
②都市部に集中する地方税に比べ、地方部を支える交
　付税が不十分な状況です。
③この地図は、40兆：15兆という金額比率を正確に表
　す面積比となっています。

交付税交付税交付税交付税地方税地方税地方税地方税
1515兆

円兆円
4040兆

円兆円
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①自治体の財源の分布です。
②「地方税＋交付税」の金額（※）に合
　わせて、各々の長方形の面積をセット
　しています。
　(※)一般財源の分布を正確に把握するため、

　　　臨時財政対策債、地方特例交付金、地方譲与税も合計しています。

③この財源で各自治体は行政サービスや
　地方債の返済を行っています。
④近年、交付税が縮小していることもあ
　り、この財源を見ると、かなりの地域
　間格差が生じています。 この分布が実

情なのか…。

最近は、地方
部の自治体が
「格差」で苦
しんでるらし
いけど…。

５５５５年前年前年前年前とととと比較比較比較比較してみるとしてみるとしてみるとしてみると、、、、
このこのこのこの分布分布分布分布はどのようにはどのようにはどのようにはどのように変化変化変化変化
してきたのでしょうかしてきたのでしょうかしてきたのでしょうかしてきたのでしょうか？？？？

地方税地方税地方税地方税＋＋＋＋交付税交付税交付税交付税

次ページへ

※注１　2007(H19)年度の地方税(超過課税・法定外税は含まない。)、地方交付税、
　　　臨時財政対策債、地方特例交付金、地方譲与税の推計値(岩手県による)及び
　　　実績値に基づいて作成。

　　２　都道府県分と市町村分を都道府県単位で合計したデータに基づいて作成。

＜2007(H19)年度＞
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①５年前（2002(H14)年度）の自治体財源の
　分布です。
②現在（2007(H19)年度）よりも、当時は、
　財源分布の格差が少ない状態でした。
③最近の５年間で、交付税削減によって地方
　部の財源が減ってしまったのです。

具体的には、
地域ごとに、
どのくらい財
源が増減して
いるのかな…？

５５５５年前年前年前年前とととと現在現在現在現在とのとのとのとの財源財源財源財源のののの変動変動変動変動
をををを都道府県単位都道府県単位都道府県単位都道府県単位でででで確認確認確認確認してしてしてして見見見見
ましょうましょうましょうましょう。。。。

地方税地方税地方税地方税＋＋＋＋交付税交付税交付税交付税

次ページへ

＜2002（H14）年度＞

※注１　2002(H14)年度の地方税(超過課税・法定外税は含まない。)、地方交
　　　付税、臨時財政対策債、地方特例交付金、地方譲与税の合計額による。

　　２　都道府県分と市町村分を都道府県単位で合計したデータに基づいて
　　　作成。　

５年前の
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５年前(2002(H14)年度)と現在(2007(H19)年度)との自治体財源の比較

財
源
が
増
加
し
た
地
域

財
源
が
減
少
し
た
地
域

単位：億円
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9,789

※注１　５年前(2002(H14)年度)の各地域の自治体財源と、現在(2007(H19)年度)との比較(増減)を増減額順に記載。

　　２　自治体財源は、地方税、地方交付税、臨時財政対策債、地方特例交付金、地方譲与税の合計額(2007(H19)年度の一部は岩手県による推計
　　　値)による。

　　３　三位一体改革による３兆円の税源移譲は、除外して算出している。(同額以上の国庫支出金が削減されているため。)

　　４　地方税は超過課税及び法定外税を除いたものである。19年度は基準財政収入額を基に試算した。

　　５　19年度の地方交付税は、普通交付税(14兆円)については決定額(実績値)、特別交付税(１兆円)については各都道府県の前年度実績額に総
　　　額の伸び率(△4.4％)を乗じた額を用いた。

　　６　都道府県分と市町村分を、都道府県単位で合計した数値である。



①最近５年間における自治体の財源の変動
　状況です。
②○は増加した地域、●は減少した地域を
　表します。
③○や●の大きさは、変動金額に比例した
　大きさとしています。
④地方部の自治体財源が軒並み減少してい
　ることが分かります。

これは大変な
状況だな…。

現行制度現行制度現行制度現行制度のままだとのままだとのままだとのままだと、、、、来年来年来年来年もまたもまたもまたもまた
格差格差格差格差はははは拡大拡大拡大拡大するのでしょうかするのでしょうかするのでしょうかするのでしょうか？？？？

次ページへ

最近５年間の
(H14→H19)
自治体財源の
変動状況
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「地方税＋交付税」の平成19年度から平成20年度の伸びの見込み

財
源
が
増
加
す
る
地
域

財
源
が
減
少
す
る
地
域

単位：億円

※注１　各地域の「地方税＋交付税」の2007(H19)年度と、2008(H20)年度の比較(増減)を増減額順に記載。

　　２　都道府県分と市町村分を、都道府県単位で合計した数値である。　　

　　３　「地方税＋交付税」は、地方税(超過課税・法定外税を含まない。)、地方交付税、臨時財政対策債発行可能額の合
　　　計額（2008(H20)の全部及び2007(H19)の一部は、岩手県の推計値)による。

　　４　地方税は、普通交付税(2007(H19)決定済)の基準財政収入額を用いて試算した2007(H19)年度の地方税収推計額に経
　　　済成長率に基づく伸び率を乗じて推計。

　　５　地方交付税は、不交付団体については増減ゼロとし、交付団体については、①地方税収の増加見込金額に基準財政
　　　収入額算入率を乗じた額(収入)、②全国の交付税総額の減少見込み(総務省８月仮試算)から試算した基準財政需要額
　　　の平均減少率により推計した基準財政需要額の減少見込額(需要)の両者を用いて減少見込みを推計。

　　６　臨時財政対策債は、全国総額の減少見込み(総務省８月仮試算)から算出した減少率を用いて各自治体の発行可能額
　　　が減少すると仮定して推計。
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次次次次ページページページページのののの対策対策対策対策がががが必要必要必要必要ですですですです。。。。
（（（（2008(H20)年度予算年度予算年度予算年度予算からからからから早早早早

速実施速実施速実施速実施をををを！）！）！）！）

①現行の地方税財政制度と国の経済見通し、骨太方針
　及び概算要求（総務省８月仮試算）に基づいて試算
　した次の１年間の予想です。
②「地方税＋交付税」ベースでの自治体財源の変動見
　込みを示しています。
③現状のまま行くと、また来年度には、格差が拡大し、
　地方部がさらに窮乏していくことが分かります。

今の概算要
求のままだ
と、ますま
す地方は疲
弊していく
んだね…。
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１１１１　　　　地方交付税関係地方交付税関係地方交付税関係地方交付税関係１１１１　　　　地方交付税関係地方交付税関係地方交付税関係地方交付税関係

２２２２　　　　地方税関係地方税関係地方税関係地方税関係（（（（偏在是正偏在是正偏在是正偏在是正））））２２２２　　　　地方税関係地方税関係地方税関係地方税関係（（（（偏在是正偏在是正偏在是正偏在是正））））

地域格差問題地域格差問題地域格差問題地域格差問題をををを是正是正是正是正するためのするためのするためのするための必要必要必要必要なななな対策対策対策対策

④④④④　　　　臨時財政対策債臨時財政対策債臨時財政対策債臨時財政対策債（（（（赤字地方債赤字地方債赤字地方債赤字地方債））））のののの制度見直制度見直制度見直制度見直しししし
（地方交付税の代替財源という性格どおりに、財源不足団体のみに対し、財源不足の範囲内で配分すること。）

②②②②　　　　地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税のののの法定率法定率法定率法定率のののの堅持堅持堅持堅持（（（（むしろむしろむしろむしろ引引引引きききき上上上上げげげげ））））
　　　 （地方交付税の原資となっている国税の法定率分が減少することのないよう堅持、又は、法定率の引き上げを行うこと。）

③③③③　　　　頑張頑張頑張頑張るるるる地方応援地方応援地方応援地方応援プログラムプログラムプログラムプログラムによるによるによるによる普通交付税普通交付税普通交付税普通交付税のののの別枠加算別枠加算別枠加算別枠加算
　　　　 （現行制度では、総額のうち2,220億円（H19）を算定額としているが、別枠として交付税総額に加算すること。そのため、当該プログ

ラム相当分を地方財政計画の歳出総額に加算すること。）

①①①①　　　　地方交付税総額地方交付税総額地方交付税総額地方交付税総額のののの増額増額増額増額
　 　（出口ベースにおける地方交付税総額については、国税の増加に伴う交付税原資の伸びに見合った額を増額すること。）

⑥⑥⑥⑥　　　　地方消費税地方消費税地方消費税地方消費税のののの清算基準清算基準清算基準清算基準のののの見直見直見直見直しししし

⑤⑤⑤⑤　　　　地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税のののの留保財源率留保財源率留保財源率留保財源率のののの見直見直見直見直しししし
（地方交付税による「財源調整機能を回復」するため、基準財政収入額の算入率を引き上げる（留保財源を引き下げる）こと。）

⑦⑦⑦⑦　　　　地方法人地方法人地方法人地方法人ニニニニ税税税税のののの分割基準分割基準分割基準分割基準のののの見直見直見直見直しししし

⑧⑧⑧⑧　　　　法人税法人税法人税法人税をををを国国国国へへへへ、、、、消費税消費税消費税消費税をををを地方地方地方地方へへへへ、、、、というというというという税源交換税源交換税源交換税源交換
　　　　（偏在度の小さい地方消費税を充実し、偏在度の大きい地方法人ニ税を国に移すこと。併せて、交付税の原資税目・交付税率
　　　　　を調整すること。）

・・・　交付税交付税交付税交付税のあるべきのあるべきのあるべきのあるべき機能機能機能機能をををを正正正正しくしくしくしく発揮発揮発揮発揮することすることすることすること。。。。

※※※※　　　　地方税地方税地方税地方税のののの偏在是正偏在是正偏在是正偏在是正はははは、、、、そのそのそのその結果結果結果結果としてとしてとしてとして、、、、地方交付税総額地方交付税総額地方交付税総額地方交付税総額がががが減少減少減少減少しないしないしないしない形形形形でででで実施実施実施実施することすることすることすること。。。。
　　　（不交付団体水準超過経費を含めた地方財政計画の歳出総額を維持（むしろ充実）しながら実施すること。）

（税の理屈に適うものの範囲での見直し（できるだけ人口に比例的な税収帰

属が実現する等）を行うこと。）

・・・地方税中心地方税中心地方税中心地方税中心のののの歳入構造歳入構造歳入構造歳入構造づくりづくりづくりづくり（（（（更更更更なるなるなるなる分権改革分権改革分権改革分権改革））））ののののベースベースベースベースとしてとしてとしてとして・・・。

この８つの対
策が格差の
縮小のため
には必要な
んだね・・・。

８つの対策そ
れぞれの詳
細は解説版
（別冊）をご覧
ください。
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これは重要重要重要重要！　この点が確保されないと、「都市部の地方税が減少し、国の財政が改善する」という結果になります。


